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1 はじめに

　亜熱帯ジェットの南偏・北偏や、寒帯前線ジェッ
トの強弱に伴う、帯状平均東西風の強風域の位置
の変化は高度場等の基本場（ここでは東西平均値
を指す）の変化や傾圧不安定波やロスビー波等の
波動の伝播経路の変化を通して、日本の天候にも
大きな影響を与える。そのため、帯状平均風の変
化とその要因を分析することは日々の実況監視や
気候診断において重要である。特に中高緯度では
風の基本場は波の伝播経路を決めると同時に波の
活動による運動量輸送を通して形成されている。

Eliassen-Palm flux(以下、EP-flux)はそのよう
な波と基本場の相互作用を理解する上で重要であ
り、月々の気候診断にも有効なツールである。EP-
fluxは波の南北・鉛直方向の群速度ベクトルの向
きを近似的に表現していると同時に、その収束・発
散は帯状平均東西風への波による強制項であるた
めである。従来の EP-fluxの定式化は準地衡風近
似、微小振幅の仮定で定義されているものが多い。
気候診断においても、波の伝播の方向や基本場へ
強制の平年差のみを見ることが多く、定性的な議
論が多かった。波による基本場への強制がどの程
度寄与したかをより詳細に議論するには基本場の
運動方程式に関する収支解析が有効である。現実
大気において、収支解析を定量的に行うには、精
度の良い解析値とEP-fluxの定式化が必要である。
本稿では帯状平均場の運動量収支を解析する

ツールを作成した。解析事例として、顕著な寒冬・
暖冬となった 2005/2006年冬、2006/2007年冬の
ジェットの変化と、ジェットの変化における擾乱の
役割について議論する。

2 解析手法

現実の大気の解析値を用いて収支解析を行うに
は、解析に使われたモデルの方程式系に近い形で、
方程式の各項の収支を計算することが理想的であ

る。1そのため、収支解析に用いる方程式系はでき
るだけ近似を含まないことが望ましい。本稿では
Iwasaki(1989) ,Andrews(1983)らが提唱する等温
位面で質量を重み付けして帯状平均をとる手法を
用いた。この手法をとる事で、準地衡風近似を取
ることなく、プリミティブ方程式系から EP-flux
を定義できる。また、質量を重み付けしているこ
とで等温位線と地面が交差する領域でも適切に扱
えるため、対流圏下層での解析にも有効である。
鉛直座標が温位のままでは感覚的にわかりづらい
ため、Iwasaki(1989)に倣い、最終的な鉛直座標と
して温位面で帯状平均した気圧 (原著論文に倣っ
て p†と呼ぶ)に焼き直した。しかし、物理的な性
質は温位座標と同じである。質量重み付けした帯
状平均場の方程式系は以下のように示される。
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EP-fluxは (2)で定義される。EP-fluxの水平成分
は非発散ロスビー波、閉塞した温帯低気圧等の順
圧的な波による運動量輸送（波のエネルギー伝播

1ただし、JRA-25で使用された全球モデルの予報変数は
東西・南北風でなく、渦度と発散なので、運動方程式に関し
て厳密にこのことを実践することはできない



の観点からは群速度に相当する）、鉛直成分は発
散性のロスビー波や発達中の温帯低気圧等の傾圧
的な波による運動量の鉛直輸送を示している。最
下層ではEP-fluxの鉛直成分は (3)のようになり、
地形によるトルクに一致する。このことは、大気
と地球の角運動量の交換を適切に表現しているこ
とを示している。運動量収支解析では (1)の各項
を計算し解析を行う。
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3 データ

データはすべて JRA-25(Onogi, et, al.,2007)を
用いた。収支解析の結果には、

(a)スナップショットの値から方程式の各項を計
算することに伴う、時間方向の打切り誤差

(b)空間方向、特に鉛直方向の内挿や差分に伴う
誤差

のように数値的なエラーが含まれている。(a)に
関しては解析値の時間間隔が 6時間である以上避
けることはできない。(b)に関する誤差をできる
だけ小さくするために、データは鉛直解像度の高
いモデル面解析値を用いた。モデル面解析値は鉛
直方向にσ-pハイブリッド座標 (以下、η座標)、
南北方向にガウス格子を取っている。2JRA-25の
モデル面解析値の水平・鉛直解像度はT106L40(～
0.4hPa)である。
摩擦項の計算や EP-fluxの非断熱加熱成分の計

算には 3次元物理モニターを使用した。3

EP-fluxの南北方向成分による平均流への強制
は、ρ,u,vの三重相関項である上に緯度方向に微
分をしているため、緯度方向の高波数成分が卓越
しやすい。そのため、緯度分布を示す際は、運動方
程式の各項に空間方向に 4次の拡散をかけている。
鉛直座標に温位を用いるには温位が高度に対し

て単調増加、つまり成層安定でなくてはならない。
しかし、現実の大気では、大気境界層内や熱帯、対

2η座標は地表面の境界条件の扱いが容易である。ガウス
格子は空間フィルターをかける際に行う、波－格子変換の精
度が数学的に保証されているという利点もある。

33次元物理モニターの 6時間値は容量の関係で気象庁外
には公開されていない

流圏界面付近のように成層不安定な領域がある。
本稿の解析では成層不安定な領域では乾燥対流調
節を行い、不安定を解消している。

4 収支解析の精度

図 1,図 2は 30N-40N,300hPa,850hPa付近にお
ける運動量収支の時系列図である。この領域は、
ヒマラヤ等の地形の影響を受けやすく、かつ準地
衡風近似が成り立つかどうか微妙な緯度帯である。
対流圏上層では各項の加速・減速の符号は両者とも
概ね一致しているが、温位座標の方が運動方程式
の収支が良くバランスしている。これは準地衡風近
似を仮定しているか否かの差が大きいと推測する。
対流圏下層の場合、気圧座標では、大量の偽のフ
ラックスが、下層で収束し (Tanaka, et, al.,2004)、
波によって西風が減速されている。一方、温位座
標での EP-fluxは主に西風を上層で減速、下層で
加速させ、風の鉛直シアーを無くすように働く傾
圧性の波の効果と物理的に整合的である。帯状風
の変化は対流圏上層では EP-fluxの収束発散項と
コリオリ項が支配的である。対流圏下層では摩擦
項（主に乱流混合によるもの）も他の２項に比べ
小さいながら無視できない。温位座標による定式
化では、対流圏上層、下層ともに運動方程式の左
辺と右辺のバランスが良く成り立っている。この
ことは波による運動量の鉛直、水平輸送が量的に
も適切に表現されていることを示している。
運動量収支の各項には時間、空間方向の誤差や

他の項の効果があるため、長期間積算すると誤差
が積み重なって収支解析の精度が悪くなる。その
ため、次節以降では、運動方程式の各項の積算値
は最大で半旬（5日）とする。また、対流圏上層
に比べ、対流圏下層の方が収支の精度が悪くなる
傾向がある（図略）。

5 解析事例

5.1 2005年 11-12月

2005年 12月はシベリア高気圧とアリューシャン
低気圧がともに平年より強かった。日本付近では
西高東低の気圧配置が強まり、顕著な低温になっ
た (前田・佐藤,2006)。
偏西風の変動に注目すると、2005年 11月中旬

ごろから偏西風の南偏が始まり、12月は月を通し



図 1: 30N-40N平均,305.33hPaにおける運動量収支の
時系列（左）気圧座標、（右）温位座標。太黒実線：トー
タルの加速度、細黒実線：東西風の変化率、水色実線：
コリオリ力による加速、赤実線：EP-fluxによる加速、
緑実線：摩擦による加速。ピンク、水色のシェードは
それぞれ、西風加速、減速を示す

図 2: 1と同じ。ただし、845.43hPaについて

てそれが維持された。日本付近はジェット中心の
北側に位置しており、このような偏西風の南北変
化も低温の維持に影響していたと考える。図 3は
300hPaにおける 5日平均帯状平均東西風の緯度
時間断面図である。10月以降 40N-50N帯では西
風偏差が続いていたが、11月の中旬に顕著な西風
減速が起こり、東風偏差が現れた。その後も、12
月上旬に 50N-60N帯で、中旬に 40N-50N帯で西
風減速が起こった。このように 11月から 12月ま
での間、減速がずっと続いたわけではなく、顕著
な西風減速が何度か起こることで、東風偏差が維
持されていた。40N-50N帯の東風偏差と対を成す
ように、30N-40N帯では西風偏差が維持された。
以下では各減速イベントでの運動方程式の各項を
見ることで何が東風偏差の維持に寄与していたか
を議論する。
図4は300hPa付近における運動方程式の各項の

緯度時間断面図である。実際の東西風の変化 (図
4(a))と運動方程式の各項から見積もった変化量
（図 4(b)）を比べた場合、後者の方が振幅が強い
傾向が見られる。しかし、符号の正負やオーダー
は一致しており、収支は概ねバランスしている。
11月６日から始まった 40N-50N帯での減速では、
平均場のコリオリ力による減速（図 4(c)。惑星角
運動量から相対角運動量への変換）と EP-fluxの

水平収束（図 4(d)) による減速が寄与していた。
30N-40N帯、60N以北ではEP-fluxの水平発散に
より西風が加速しており、緯度帯ごとのコントラ
ストがはっきりしている。このとき、天気図上で
どういうことが起きていたかというと、図 5のよ
うに、東シベリアではブロッキング高気圧が発達
していた。ブロッキングの発生した領域での波の
活動度フラックスは極向きであり、順圧性の波に
よる運動量の南北輸送が帯状平均場に影響してい
たと考える。東シベリアのブロッキングが弱まっ
た 11月下旬以降も 40N-50N帯では EP-fluxによ
る西風減速により、東風偏差を維持しようとして
いる。しかし、EP-fluxによる西風減速を打ち消
すようにコリオリ力は西風加速に転じたため、正
味の変化量としては東風偏差を戻すように働いて
いる。12月上旬には再び東シベリアで高気圧が発
達し、50N-60N帯で西風減速が起こった。このと
き、EP-fluxの水平収束による強い減速が起こり、
それを打ち消すように EP-fluxの鉛直発散とコリ
オリ力による加速が起きている。EP-fluxの水平
収束による西風減速と東西風減速のタイミングは
合っているようである。減速イベントと、EP-flux
の水平収束による減速は良く対応しており、前田・
佐藤 (2006)の指摘するように、非定常な波による
運動量の北向き輸送が弱いことによって東風偏差
が維持されていたと推測する。40N-50N帯に注目
すると、12月下旬からEP-fluxの鉛直発散による
減速が 12月を通して続いており、12月 11日に正
味の変化量も再び減速に転じ、東風偏差が再び維
持された。対流圏下層では（図 6）、11月下旬以降、
35N-45N帯にEP-fluxの鉛直発散による加速偏差
が見られ、対流圏上層の減速偏差と。対になって
いる。このことは平年より赤道寄りの場所で傾圧
性擾乱の活動が活発であり、波動によって西風運
動量が下方に運ばれていたことを示している。対
照的に 50N-60N帯では減速偏差であり、傾圧性擾
乱の活動が不活発であった。

11月中旬から続いた 30N-40Nで西風偏差,40N-
50Nで東風偏差の形成は、平均流によるコリオリ
力と、擾乱による南北方向への運動量輸送がきっ
かけで起こった。12月以降の 40N-50N帯での東
風偏差の維持には移動性擾乱による運動量の北向
き輸送が弱かったことに加えて、停滞性の傾圧性
擾乱が活発であったにことよる西風運動量の下向
き輸送が作用していたと考える。



図 3: 2005年 61半旬 (10月 28日-11月 1日)から 73
半旬 (12月 27-12月 31日の 305.33hPaにおける帯状
平均東西風（コンター）とその平年偏差（シェード）

5.2 2006年 11-12月の事例

2006 年 12 月は 2005 年 12 月と対照的に西高
東低のいわゆる冬型の気圧配置が長続きせず、寒
気が入りにくく、全国的に高温になった（原田ほ
か,2007）。図 7は 300hPa付近における帯状平均
東西風の緯度時間断面図である。11月中旬までは
40N-50N帯では東風偏差が見られた。11月下旬か
らこの緯度帯で西風偏差が生成され、12月 16日ま
で偏差が維持された。2005年 11-12月ほど偏差の
南北コントラストや強い西風加速、減速は明瞭で
なく、30N-50Nまで広い範囲で西風偏差が維持さ
れていた。日本付近はこの明瞭になったジェット気
流の南側に位置し、高温となった。図 8は 300hPa
付近における運動方程式の各項の時間緯度断面図
である。11月下旬から 12月中旬にかけて、40N-
60N帯では EP-fluxの水平成分による西風加速が
維持されていた。12月 7-11日平均の北半球天気
図 (図 9)ではユーラシア大陸から太平洋にかけて
ゾーナルな高度の正偏差が、大西洋でも正偏差が
見られた。波の活動度フラックスは全体的に赤道
向きであった。擾乱による運動量の北向き輸送に
よって高緯度でのジェット気流が明瞭になったこ
とを示しており、運動量収支の図と矛盾しない。
40N-60N帯でのEP-fluxの水平成分による加速は
月を通して見られ、この緯度帯に西風運動量が多
く輸送されていたことを示している。このとき、
EP-fluxの発散成分とコリオリ力はお互いにを打
ち消しあうようにように働いていた。50N付近で
は EP-fluxの鉛直成分は主に西風を減速させるほ
うに働いていた。
対流圏下層に注目すると、11月中旬以降、40N-

60Nで鉛直成分による加速偏差が続いていた。（た
だし、運動方程式の収支はうまくバランスしてい

図 4: 2005年 61半旬 (10月 28日-11月 1日)から 73
半旬 (12月 27日-12月 31日)運動方程式の各項の平年
偏差 305.33hPaにおける 5日積算値の時間緯度断面図
（シェード）。時間積算値のため、単位はm/s。(a)東西
風の変化量、(b)運動方程式の各項のトータル、(c)コ
リオリ力による項、(d)EP-fluxの水平発散による項、
(e)EP-fluxの鉛直発散による項。コンターはすべて東
西風の平年偏差を表す。

ない。）平年よりもやや極寄りのところで傾圧性
擾乱の活動が活発で、西風運動量の下向き輸送が
強かったことを示している。また、その上層では、
水平成分による西風加速が、南北側では西風減速
が持続されている。このことは鉛直方向に伝播し
た波が屈折することで西風運動量の下向き輸送と



図 5: 2005年 63半旬 (11月 7日-11月 11日)におけ
る 500hPa高度（コンター）とその平年偏差（シェー
ド）、250hPa波の活動度フラックス（ベクトル）

図 6: 図 4(e)と同じ。ただし、845.43hPaについて

図 7: 図 3と同じ。ただし、 2006年 61半旬 (10月 28
日-11月 1日)から 73半旬 (12月 27日-12月 31日につ
いて

南北輸送がなされていることを示唆している。
これらの運動量輸送は主に停滞性擾乱によるも

のが寄与していた（原田ほか,2007）。
2006年 12月のジェットの北偏は主として停滞

性の波による運動量水平輸送による加速が月を通
して継続していたことにより、形成・維持された
と考える。

図 8: 2006 年 61 半旬 (10 月 28 日-11 月 1 日) から
73半旬 (12月 27日-12月 31日)運動方程式の各項の
305.33hPaにおける 5日積算値の時間緯度断面図（シ
ェード）。時間積算値のため、単位は m/s。(a) 東西
風の変化量、(b)運動方程式の各項のトータル、(c)コ
リオリ力による項、(d)EP-fluxの水平発散による項、
(e)EP-fluxの鉛直発散による項。コンターはすべて東
西風の平年偏差を表す。

5.3 2005年、2006年の比較

原田ほか（2007)でも示されたように、傾圧性
擾乱の活発域の南北方向の分布や、対流圏上層の
での屈折の方向が異なっていたことが、波による
運動量輸送を通じて、2005年 12月と 2006年 12
月の偏西風の変動の違いをもたらしたと考える。



図 9: 2006年 69半旬 (12月 7日-12月 11日)におけ
る 500hPa高度（コンター）とその平年偏差（シェー
ド）、250hPa波の活動度フラックス（ベクトル）

図 10: 図 8(e)と同じ。ただし、845.43hPaについて

2005年冬、2006年冬を AOという観点でみる
と、AOインデックスで見る限り、2005年 12月は
負のフェーズ、2006年 12月は正のフェーズであっ
た（原田ほか,2007）。また、2006年 12月に関して
は、ジェットの偏差の維持に南北方向の運動量輸
送が寄与していたことや、持続的な加速（停滞性
擾乱によるもの）がその主な役割を果たしていた
ことから典型的な正のAO時の EP-fluxのパター
ン（木本,渡部,2004）と似ている。しかし、2005
年 12月は傾圧性擾乱による鉛直方向の運動量輸
送も偏西風の南偏に寄与していたり、運動量の南
北輸送の偏差が停滞性擾乱よりも移動性擾乱の不
活発に伴う偏差が顕著であったりと正のAO時の
パターンを単純に裏返したというわけではなさそ
うである。偏西風の分布は両者で対照的な構造を
しているが擾乱による水平、鉛直の運動量輸送の
寄与が両者では異なっていることが運動量収支解
析からも示された。

6 まとめ

帯状平均の東西風の変化をより詳細に理解する
ことを目的として温位座標に基づく EP-fluxを定
式化し、運動量収支解析を行った。温位座標での
運動量収支解析では気圧座標による解析に比べ、
鉛直方向の運動量輸送を適切に表現でき、対流圏
下層でも運動量収支がバランスすることがわかっ
た。運動量収支解析ツールを用いて 2005冬、2006
冬の北半球のジェットの変動について解析を行っ
た。その結果、東風偏差のきっかけとなった 2005
年 11月のコリオリ力と擾乱による南北輸送が寄与
していた。12月の東風偏差の維持には停滞性擾乱
が深まったことによる運動量の鉛直輸送も寄与し
ていたことも示唆された。40N以北での 2005年
冬のジェットの減速、2006年冬のジェットの強化
と両年は対照的であったが波の運動量の鉛直輸送、
水平輸送、それぞれの寄与は、必ずしも単純な対
照ではなかった。
運動量収支解析では波による運動量輸送の変化

を示せるが、波源の位置や波の伝播方向が平年か
らずれていた理由までは特定できない。波の励起
源となる、下部境界条件や加熱による強制の平年
からの変化等とあわせて考える事が必要である。
本稿では主に波による基本場への作用について主
に考察したが、波の励起、伝播経路の変化→波に
よる基本場の変化→波の伝播経路の変化といった
フィードバックも考慮する必要があるだろう。
また、EP-fluxの南北成分はρ,u,vの 3重相関

項であるために、定常成分と非定常成分の厳密な
分離が数学的に困難である。そのため、停滞性、
移動性擾乱の寄与に関しては定性的な考察にとど
まった。ジェットの変動における定常波動の寄与と
非定常波動の寄与、あるいはその相互作用を定量
的に示す手法を開発することが今後の課題である。
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